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※27都県で採用

制度の流れ（たたき台として示す一例）

①制度に賛同する県内企業が登録、専用サイトにリスト化

②制度の利用を希望する学生等が専用サイトに登録

③学生等（登録者）が就職活動を実施

④登録企業から内定をもらった登録者が県内で勤務開始

⑤登録企業は支援の対象となる登録者情報を県に提供

⑥支援対象者が県内で就業を継続（支援条件を満たす）

⑦県内での就業後３年経過後に、支援額（上限150万円）
の1/2を、６年経過後に残りの1/2を県と登録企業が
基金へ拠出（3年後と6年後に県と企業は37.5万円ずつを拠出）

⑧基金から奨学金貸与機関へ支払い（奨学金の返還支援）

県内企業に就職する若者への奨学金返還支援制度の概略

新設
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支援制度利用時の奨学金返還の流れ
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奨学金返還支援完了までのスケジュール（案）
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※県外勤務となった場合は期間算入しない
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◆対象者の支援額が150万円
の場合の例

企業拠出額
37.5万円

県拠出額
37.5万円

合計75万円

企業拠出額
37.5万円

県拠出額
37.5万円

合計75万円

制度周知期間


